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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第74期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、新株予約権を発行しておりますが、新株予約権に係るプレ

ミアムが生じていないため、記載しておりません。 

  

回次 第74期中 第75期中 第76期中 第74期 第75期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 3,254,158 5,189,371 3,941,246 7,197,913 10,799,530

経常利益 (千円) 332,864 614,341 273,395 772,160 1,280,418

中間(当期)純利益 (千円) 143,683 375,243 152,670 457,298 738,696

純資産額 (千円) 7,074,465 7,463,280 7,633,712 7,212,129 7,676,507

総資産額 (千円) 11,769,846 13,256,677 12,792,080 12,105,701 14,429,791

１株当たり純資産額 (円) 1,340.27 1,440.22 746.80 1,386.02 744.77

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 27.11 72.16 14.89 83.21 67.73

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― 71.93 14.89 83.11 67.58

自己資本比率 (％) 60.1 56.3 59.7 59.6 53.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 563,310 142,770 477,878 1,270,698 889,248

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △347,279 89,512 △484,427 △401,676 △119,461

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △185,070 68,358 △439,087 △692,209 458,323

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 2,126,543 2,557,273 3,107,473 2,239,764 3,482,764

従業員数 (名) 202 228 323 215 254



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 中間連結財務諸表を作成しているため、提出会社の１株当たり純資産額、１株当たり中間(当期)純利益潜在株式調整後１

株当たり中間(当期)純利益の記載を省略しております。 

  

回次 第74期中 第75期中 第76期中 第74期 第75期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 3,046,063 4,926,300 3,481,978 6,759,339 10,248,512

経常利益 (千円) 336,299 463,930 243,283 714,540 1,070,422

中間(当期)純利益 (千円) 131,123 274,356 139,337 320,828 611,436

資本金 (千円) 1,998,700 1,998,700 1,998,700 1,998,700 1,998,700

発行済株式総数 (株) 5,348,160 5,348,160 10,696,320 5,348,160 10,696,320

純資産額 (千円) 7,404,134 7,568,948 7,675,985 7,452,561 7,777,740

総資産額 (千円) 12,115,415 13,342,897 12,711,030 12,216,850 14,509,575

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 15.00 19.00

自己資本比率 (％) 61.1 56.7 60.4 61.0 53.6

従業員数 (名) 144 169 218 160 194



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の子会社)が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。 

また、マイポックス・プレシジョン・ポリッシング・プロダクト（上海）コーポレーション（Ｍ.Ｉ.Ｓ.）は重要性

が増したことから連結子会社に含めることとなりました。なお、当該子会社の主要な事業の内容はポリッシング製

品、ポリッシング商品等の製造販売であります。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社は重要性が増したことから、当中間連結会計期間より連結子会社に含め

ることといたしました。 

(注)  「主要な事業の内容」欄には、事業部門の名称を記載しております。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２  前連結会計年度に比べ、従業員数が69名増加しております。この主な理由は、当中間連結会計期間において、マイポック

ス・プレシジョン・ポリッシング・プロダクト（上海）コーポレーションを連結子会社としたことにより39名増加したほ

か、研究開発の強化及び生産体制の強化に対応する人員増であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２  前事業年度に比べ、従業員数が24名増加しております。この主な理由は、研究開発の強化及び生産体制の強化に対応する

人員増であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容 

議決権の所有
割合(％) 関係内容 

(連結子会社) 

中国上海市 千米ドル
900 

ポリッシング
製品 
ポリッシング 
商品 

100.0

当社原反のスリット及びポ
リッシングマシーンの製
造。 
当社製品とポリッシング商
品及びポリッシング製品の
材料を販売。 
役員の兼任３人あり。 

マイポックス・プレシジョン・ 
ポリッシング・プロダクト 
（上海）コーポレーション 
(M.I.S.) 

事業部門の名称 従業員数(名)

ポリッシング製品 102 

ポリッシング商品 181 

管理部門 40 

合計 323 

従業員数(名) 218 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、好調な設備投資と底堅い個人消費とがかみ合い、緩やかに回復基

調となりましたが、今後は、原油価格の動向が内外経済に与える影響等には留意する必要があると思われます。 

エレクトロニクス業界では在庫調整が一巡したとの見方がありますが、当社グループと関係の深いハードディス

ク関連のお客様やプラズマテレビ（ＰＤＰＴＶ）関連のお客様につきましては、当中間連結会計期間まで在庫調整

がずれ込んだ模様であります。 

  

当中間連結会計期間における当社の業績動向は、次のとおりであります。 

  

ハードディスク関連売上は、ガラス用ポリッシングリキッド（液体研磨剤：スラリー）の大手販売先での使用条

件変更（１回の加工に使うスラリー量の減少）に伴いお客様サイドで一時的な在庫増となり、第１四半期のポリッ

シングリキッド販売数量が減少したこと、さらに、ポリッシングリキッドをホールドするポリッシングパッドもお

客様の使用量が減少したことに加え、前年同期の研磨機売上のうち特殊需要が当中間連結会計期間にはないことな

どによって、前年同期比売上の約60％に止まりました。 

  

受託製造売上は、当中間連結会計期間に入ったところでお客様の手許在庫数量に余剰があることが判明、また、

今後の生産予定数量が減少する見通しとなり、第１四半期の時点で減収減益の業績修正（平成17年８月１日付）を

する起因となりましたが、現状は前年同期比売上の約70％まで回復をしております。 

  

液晶関連売上は、パネルクリーニング機の採算確保が厳しい状況となったため当初販売予定をしておりました機

械販売を断念したことにより、前年同期比売上の約35％となりました。 

  

一方、前年同期比売上が伸びた用途は、磁気ヘッドやビデオテープ関連の磁気関連売上が、前年同期比約110％、

光ファイバー関連売上が前年同期比約140％、半導体関連売上は研磨機械が計画対比増加したこともあり前年同期比

約160％となりました。 

  

ＣＭＰパッドについては、ドイツのインフィニオン・テクノロジーズ社のほか当中間連結会計期間に２社で認定

をいただきましたが、本格的に使用されるには多少時間がかかるものと思われます。 

  

なお、４月に韓国支店を開設し、主に液晶関連及び半導体関連への販売体制を強化いたしました。 



海外連結子会社関連では、当社100％出資の中国上海現地法人マイポックス・プレシジョン・プロダクト（上海）

コーポレーション（Ｍ.Ｉ.Ｓ.）を当中間連結会計期間から連結対象といたしました。今後、Ｍ.Ｉ.Ｓでは、研磨テ

ープのスリット加工や研磨機械の組み立て等を始めることにいたしました。 

  

利益面では、従来から値下げ攻勢の厳しい当社の主軸製品でありますポリッシングリキッドの販売単価の見直

し、また、液晶ＴＶの大型化と低廉化に対抗するためにＰＤＰＴＶ製造メーカーからの強い値下げ要請に協力を余

儀なくされたことによる受託製造のＰＤＰ用高機能フィルム販売単価の見直し、等の影響があったものの粗利率は

前年同期比約６ポイントの改善ができました。しかしながら、来期以降の業績ジャンプアップのための人材養成や

研究開発費の増加により営業利益率は約４ポイント低下しました。 

  

当中間連結会計期間に実施した設備投資の総額は、４億89百万円であります。その主なものは、当連結会計年度

内にマレーシアの連結子会社（Ｍ.Ｍ.Ｓ.）においてポリッシングリキッド製造を立ち上げるためその製造設備に対

する投資を実施いたしました。アメリカの連結子会社（Ｍ.Ｉ.Ｃ.）において研究開発設備の充実を図りました。当

社においては山梨工場のボイラー整備やＣＭＰパッド用機械装置の設置等強化を行いました。 

これらの設備投資を含めた当中間連結会計期間の減価償却費合計は、２億33百万円（前年同期比４百万円増）と

なり、また、為替差益は21百万円を計上いたしました。 

  

なお、当中間連結会計期間の研究開発費合計は、２億23百万円であります。 

その結果、当中間連結会計期間における業績は、売上高39億41百万円（前年同期比75.9％）、営業利益２億46百

万円（前年同期比44.8％）、経常利益２億73百万円（前年同期比44.5％）、中間純利益１億52百万円（前年同期比

40.6％）となりました。 

なお、当中間会計期間における単独決算は、売上高34億81百万円（前年同期比70.6％）、営業利益２億21百万円

（前年同期比52.8％)、経常利益２億43百万円（前年同期比52.4％)、中間純利益１億39百万円（前年同期比

50.7％）となりました。 

  

当社は単一事業のため、事業の種類別セグメント情報の開示は行っておりませんので、事業部門別で示しており

ます。 

  

①  ポリッシング製品部門 

当中間連結会計期間におけるポリッシング製品部門の中で増収品目は、半導体関連で使用されるダイヤモンド

テープが順調に推移したポリッシングフィルム（前年同期比105.4％）、金額的には少額ではありますがＣＭＰパ

ッド（前年同期比304.8％）、植毛テープその他製品（前年同期比185.0％）であります。減収品目は、主にお客

様サイドでの在庫調整の影響を受けたポリッシングリキッド（前年同期比71.6％）や受託製造（前年同期比

71.9％）であります。 

以上の結果、ポリッシング製品売上は、28億97百万円（前年同期比82.5％）となりました。 



②  ポリッシング商品部門 

当中間連結会計期間におけるポリッシング商品部門の中で増収品目は、ルブリカント（潤滑油）（前年同期比

118.4％）であります。減収品目は、前年同期の特需であったハードディスク用研磨機及び採算の厳しくなった大

型液晶用パネルクリーニング機等のポリッシングマシーン（前年同期比62.8％）、当社製品以外に切り替えられ

減少したポリッシングパッド（前年同期比40.6％）であります。 

その結果、ポリッシング商品売上は、10億43百万円（前年同期比62.1％）となりました。 

  

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

①  日本 

日本における売上高は、34億45百万円（前年同期比69.9％）、営業利益は６億87百万円（前年同期比87.0％）

となりました。この減収要因は、前年同期比ハードディスク関連売上が約11億円、受託製造売上が約４億円、液

晶関連売上が約４億円、それぞれ減収したことによるものであります。なお、営業利益率は前期同期比約４ポイ

ント改善され19.9％となりました。 

  

②  北米 

アメリカの連結子会社（Ｍ.Ｉ.Ｃ.）は、前中間連結会計期間売上の特需要因であったハードディスク用研磨機

売上が減少したことにより、売上高は５億46百万円（前年同期比69.4％）となりました。一方、研究開発費を含

む営業費用は５億62百万円（前年同期比72.9％）となり、その結果、営業損失は16百万円となりました。 

  

③  アジア 

マレーシアの連結子会社（Ｍ.Ｍ.Ｓ.）は、現地でのスリット加工受託売上が順調に推移し、売上・利益ともに

増加傾向にあります。 

当中間連結会計期間より連結対象とした中国上海の連結子会社（Ｍ.Ｉ.Ｓ.）の売上は、原材料の供給に加え、

今後はポリッシングフィルムのスリット加工やポリッシングマシーンの組み立て事業を行う予定でおります。 

その結果、アジアにおける売上高は５億47百万円（前年同期比182.2％）となりましたが、営業費用が５億28百

万円（前年同期比166.6％）と増加いたしました。しかしながら、赤字から脱却し営業利益19百万円を達成するこ

とができました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間おける現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末に比べ３

億75百万円減少し、当中間連結会計期間末には31億７百万円（前年同期は25億57百万円）となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローとそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において営業活動によって得られた資金は、４億77百万円（前年同期は１億42百万円）と

なりました。税金等調整前中間純利益は２億65百万円（同６億円）となり、減価償却費は２億33百万円（同２億

28百万円）、売上債権の減少は９億80百万円（同９億４百万円の増加）、たな卸資産の減少は１億26百万円（同

１億24百万円の増加）、前受金の増加は１億10百万円（同１億円の減少）となりました。一方、法人税等の支払

いが４億25百万円（同１億14百万円）であったほか、仕入債務の減少８億59百万円（同５億43百万円の増加）な

どの資金の減少がありました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において投資活動によって使用された資金は、４億84百万円（前年同期は89百万円の増

加）となりました。これらの主な要因は、設備投資などによる有形固定資産の取得489百万円（同36百万円）など

があったことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において財務活動の結果使用された資金は、４億39百万円（前年同期は68百万円の増加）

となりました。これらの主な要因は、新規借入れによる増加が１億60百万円（同５億円）、借入金の返済が３億

76百万円（同２億96百万円）であったほか、配当金の支払い１億94百万円（同77百万円）などによるものであり

ます。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における事業部門別の生産実績は、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ ポリッシング商品部門においては生産はありません。 

  

(2) 商品仕入実績 

当中間連結会計期間における事業部門別の商品仕入実績は、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は仕入価格によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ ポリッシング製品部門においては商品仕入はありません。 

  

(3) 受注状況 

当社グループの製品については、見込み生産を行っております。 

  

事業部門の名称

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

ポリッシング製品 3,840,712 96.9 

事業部門の名称

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

ポリッシング商品 519,490 42.9 



(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における事業部門別の販売実績は、次のとおりであります。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

２  株式会社荏原製作所は、当中間連結会計期間の販売実績が当該販売実績に対する割合が10％を超えたため新たに記載して

おります。 

３  HOYA GLASS DISK (THAILAND) LTD.は、当中間連結会計期間の販売実績が当該販売実績の総販売実績に対する割合が10％

未満となったため記載しておりません。 

４ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門の名称

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

ポリッシング製品 2,897,754 82.5 

ポリッシング商品 1,043,492 62.1 

合計 3,941,246 75.9 

相手先 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

ＪＳＲ株式会社 1,090,894 21.0 646,966 16.4

株式会社荏原製作所 ― ― 503,215 12.7

HOYA GLASS DISK 
(THAILAND)LTD. 

616,801 11.8 ― ―



３ 【対処すべき課題】 

当社グループが企業価値の増大を実現していくためには、継続的な成長と企業を取り巻く環境の変化に素早く対応

することが課題と考えております。 

  

デジタル家電の価格下落が止まりません。消費者の低価格志向と家電メーカーの過当競争激化を受け、製品単価下

落が続いています。こうした中、当社が提供する製品・商品への値下げ圧力はさらに厳しさを増しております。 

  

当社グループは、販売価格の下落と原材料価格の上昇に対処すべく、生産の最適化のために業務の見直しやコスト

削減対策に取り組んでおります。また、サプライチェーン・マネージメントシステムにより適正な在庫状況を把握す

るよう努力し、予算精度の向上を目指します。 

  

当中間連結会計期間は、翌期・翌々期のジャンプアップをするための「社内体制作り」と「品質の向上」、「効率

的な経営」に取り組んでおります。 

  

お客様が求める技術開発のスピードアップと将来の技術変化を敏感に察知し、当社のコア技術との融合を目指し

て、テクニカルセンター部門を創設いたしました。 

  

業容拡大と収益改善を目指し、①受託製造：エネルギー関連膜の塗布技術完成、②エレクトロニクス以外の市場で

使用される新しい研磨テープの開発、③東北大学や米国のクラークソン大学との産学共同開発を進めております。 

  

営業においては、お客様のニーズを的確につかみ・お客様のご要望に素早く対応するため、技術開発ができる者が

営業を行うＣＳＴ（Customer Satisfaction with Technology）体制をとり、単にモノを売る営業ではなく、技術

を理解し、開発に携り、品質評価もできる営業がお客様の要望する内容を理解し、その解決策を提案できる体制をと

っております。常にお客様の立場に立った視点で、ナノサーフェス・ソリューションを提供・提案することにより、

お客様の満足と信頼を得るよう努めております。 

  

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループにおける研究開発活動は、「ナノサーフェス」、即ち、ナノレベル以下の表面のコントロールを行う

システム等の開発の活動であります。 

お客様がナノサーフェスにするために使用する消耗品、研磨機、研磨ノウハウ、評価・測定データを提供しており

ます。また、お客様に代わって、お客様が要求するナノサーフェスにしたモノを、当社で加工し、提供することも目

指した研究開発を行っております。 

なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は、２億23百万円であります。 

  

(1) ＣＭＰパッド 

これまで当社が開発を行ってきたＣＭＰパッドが、米国で開催されたＣＡＭＰ（※）主催の第10回国際ＣＭＰシ

ンポジウム（平成17年８月14～17日)で、ＣＭＰ関連の研究では有名なクラークソン大学（米国）のＬｉ教授から、

当社のＣＭＰ用研磨パッドを使用した場合の加工結果についてレポートが発表されました。 

このレポートの中で、当社ＣＭＰ用研磨パッドは、現在ＣＭＰ市場で使用されている標準的な他社研磨パッドよ

りも、研磨レート、面内均一性、平坦性等において優れているとの評価を頂きました。  

当社は今後、ＣＭＰ用研磨に関し、クラークソン大学との共同研究を行い、市場成長性の高いＣＭＰ市場の開拓

を進めていく所存であります。 

※ＣＡＭＰ＝ＣＥＮＴＥＲ ＦＯＲ ＡＤＶＡＮＣＥＤ ＭＡＴＥＲＩＡＬＳ 

            ＰＲＯＣＥＳＳＩＮＧ 

  

(2) 新たな塗布技術開発 

当社は薄型テレビに使用される高機能フィルムのコーティングを受託製造しております。これらの受託製造は、

ポリッシングフィルム製造で培ったコーティング技術を駆使して行っております。現在新たな受託製造の開発とし

て、エネルギー関連の膜の塗布を開発しております。今後も多種多様な付加価値の高い高機能フィルムの開発を行

ってまいります。 

  

(3) テクニカルセンター設立 

ＣＳＴ部門内に研究開発要員を配置し、お客様のニーズに迅速に対応出来る研究開発体制を採っていますが、次

世代技術の開発強化のためにテクニカルセンターを設立いたしました。 

テクニカルセンターの位置づけは、ＣＳＴ部門の研究開発が、お客様のニーズに迅速に対応するのに対して、中

長期的な開発を目標としております。これは来期以降の当社のジャンプアップのための１つのステップでありま

す。テクニカルセンターでは、お客様のニーズを先取りする研磨技術として、研磨方法、消耗品、特許を一体で開

発していくことを基本方針としております。 

また、主要用途における研磨技術のロードマップを作成し、その技術も開発していく所存であります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更及び重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 42,780,000

計 42,780,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月20日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 10,696,320 10,696,320 ジャスダック証券取引所 (注) 

計 10,696,320 10,696,320 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

(注)  新株予約権発行後、当社が株式の分割又は併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、次の算式により払込金額

を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行(商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の行使による場合

並びに「商法等の一部を改正する法律(平成13年法律第128号)」による改正前の商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権

の行使により新株式を発行する場合を除く。)又は自己株式の処分を行う場合は、それぞれ効力発生の時をもって、次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

なお、上記株式数において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数と

し、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

 

株主総会の特別決議日(平成16年６月22日)

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 810 810 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 81,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,200(注) 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年２月１日

 至 平成18年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  1,200
 資本組入額    600 

同左 

新株予約権の行使の条件 

  

(1) 対象者が当社及び当社子
会社の取締役又は従業員
たる地位を喪失した場
合、権利行使することは
できない。但し、対象者
が地位の喪失と同時に、
当社及び当社子会社の取
締役・監査役・従業員と
なった場合、又は関係会
社に転籍した場合には権
利行使することができる
ものとする。 

(2) 対象者が死亡した場合、
相続は認めないものとす
る。 

(3) 新株予約権の譲渡、質入
その他の処分は認めな
い。 

(4) その他の条件について
は、本株主総会及び取締
役会決議に基づき、当社
と対象取締役及び従業員
との間で締結する契約に
よる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、
取締役会の承認を要する。 

同左 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×  
１

分割・併合の比率

          
既発行 
株式数 

  
＋ 

新規発行
株式数 

×
１株当たり
払込金額 

調整後 
払込金額 

 ＝ 
調整前 
払込金額 

× 
１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) １  当社は、平成17年９月30日現在自己株式を474千株（発行済株式数に対する所有株式数の割合4.43％）所有しておりま

す。 

  

２  次の法人から平成17年10月14日に大量保有報告書に係る変更報告書の提出があり（報告義務発生日  平成17年９月30

日）、次のとおり株式を所有している旨報告を受けておりますが、当中間期末現在における当該法人名義の実質所有株式

数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年９月30日 ― 10,696,320 ― 1,998,700 ― 2,953,700

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

渡 邉 信 義 東京都昭島市中神町1161-4 1,127 10.53 

株 式 会 社 ソ ウ ケ ン 東京都昭島市武蔵野3-2-11 668 6.24 

渡 邉 和 義 東京都国立市中2-22-29 509 4.76 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 東京都千代田区内幸町1-1-5 460 4.30 

東京海上日動火災保険 
株 式 会 社 

東京都千代田区丸の内1-2-1 264 2.46 

センチュリー・リーシング 
・ シ ス テ ム 株 式 会 社 

東京都港区浜松町2-4-1 264 2.46 

帝人フィルム株式会社 東京都千代田区内幸町2-1-1 264 2.46 

長 瀬 産 業 株 式 会 社 東京都中央区日本橋小舟町5-1 242 2.26 

ザ  マネタリー  オーソリ
ティー オブ シンガポール 
（常任代理人 株式会社 
みずほコーポレート銀行 
兜町証券決済業務室） 

10 SHENTON WAY, MAS BUILDING
SINGAPORE 079117 
（東京都中央区日本橋兜町6-7） 
  
  

197 1.84 

ザ バンク  オブ  ニュー 
ヨ ー ク  ト リ ー テ ィ ー  
ジャスデック  アカウント 
（常任代理人 株式会社 
東 京 三 菱 銀 行 ） 

AVENUE DES ARTS, 35 KUNSTLAAN,
1040 BRUSSELS, BELGIUM 
  
（東京都千代田区丸の内2-7-1 
カストディ業務部） 

179 1.68 

計 ― 4,176 39.04 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

フィデリティ投信株式会社 
東京都港区虎ノ門4-3-1 城山JTトラスト
タワー 

362 3.38



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が900株含まれております。 

なお、議決権の数からは除いております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式38株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式)

普通株式 474,500
―

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,115,900 101,150 同上 

単元未満株式 普通株式 105,920 ― 同上 

発行済株式総数 10,696,320 ― ― 

総株主の議決権 ― 101,150 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日本ミクロコーティング 
株式会社 

東京都昭島市武蔵野 
３丁目４番１号 

474,500 ― 474,500 4.43

計 ― 474,500 ― 474,500 4.43



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,450 1,470 1,415 1,290 1,146 904

最低(円) 1,170 1,290 1,290 1,149 730 792



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

    ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日  内閣府令第５号）附則第

３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

    ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日  内閣府令第５号）附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    3,006,628 3,253,876   3,626,364 

２ 受取手形及び売掛金    2,957,631 2,139,225   3,154,592 

３ たな卸資産    1,057,938 1,014,736   1,110,325 

４ 繰延税金資産    134,727 105,492   174,119 

５ その他    144,787 108,997   189,648 

貸倒引当金    △6,329 △6,188   △6,341 

流動資産合計    7,295,383 55.0 6,616,140 51.7   8,248,708 57.2

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産          

(1) 建物及び構築物 ※１ 5,183,933   5,617,634 5,521,038   

(2) 機械装置 
  及び運搬具   1,279,019   1,366,069 1,267,757   

(3) その他   345,482   375,345 364,216   

減価償却累計額   △3,269,092 3,539,343 △3,579,897 3,779,151 △3,413,760 3,739,251 

(4) 土地 ※１  1,451,203 1,444,289   1,444,289 

有形固定資産合計    4,990,546 37.7 5,223,441 40.8   5,183,542 35.9

２ 無形固定資産          

(1) その他    30,453 32,439   29,009 

無形固定資産合計    30,453 0.2 32,439 0.3   29,009 0.2

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券 ※１  430,118 441,914  470,667 

(2) 繰延税金資産    238,178 216,713   239,375 

(3) その他    293,616 273,225   273,728 

貸倒引当金    △21,618 △11,793   △15,239 

投資その他の資産合計    940,293 7.1 920,060 7.2  968,531 6.7

固定資産合計    5,961,293 45.0 6,175,940 48.3  6,181,083 42.8

資産合計    13,256,677 100.0 12,792,080 100.0   14,429,791 100.0

           



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金    1,373,622 488,568   1,348,130 

２ 短期借入金 ※１  1,850,000 1,613,683   1,550,000 

３ １年以内返済予定 
  長期借入金 ※１  530,992 770,956   753,712 

４ 未払法人税等    243,764 32,287   447,745 

５ 賞与引当金    160,000 110,000   145,000 

６ その他    324,270 503,824   586,490 

流動負債合計    4,482,649 33.8 3,519,319 27.5   4,831,078 33.5

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※１  840,000 1,144,564   1,438,664 

２ 退職給付引当金    155,529 179,266   168,323 

３ 役員退職慰労引当金    315,217 315,217   315,217 

固定負債合計    1,310,746 9.9 1,639,048 12.8  1,922,205 13.3

負債合計    5,793,396 43.7 5,158,367 40.3  6,753,283 46.8

(少数株主持分)          

少数株主持分    ― ― ― ―  ― ―

(資本の部)         

Ⅰ 資本金    1,998,700 15.1 1,998,700 15.6  1,998,700 13.8

Ⅱ 資本剰余金    2,953,700 22.3 2,953,700 23.1  2,953,700 20.5

Ⅲ 利益剰余金    2,713,219 20.4 2,991,376 23.4  3,071,020 21.3

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    38,483 0.3 60,887 0.5  41,355 0.3

Ⅴ 為替換算調整勘定    54,759 0.4 78,047 0.6  32,821 0.2

Ⅵ 自己株式    △295,581 △2.2 △448,997 △3.5  △421,090 △2.9

資本合計    7,463,280 56.3 7,633,712 59.7  7,676,507 53.2

負債、少数株主持分 
及び資本合計    13,256,677 100.0 12,792,080 100.0   14,429,791 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    5,189,371 100.0 3,941,246 100.0   10,799,530 100.0

Ⅱ 売上原価    3,548,894 68.4 2,455,070 62.3 7,310,850 67.7

売上総利益    1,640,477 31.6 1,486,176 37.7 3,488,680 32.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費          

１ 荷造運搬費   107,195   70,196 194,576   

２ 給与・賞与   287,568   374,724 706,500   

３ 賞与引当金繰入額   66,714   34,525 59,920   

４ 退職給付費用   5,836   7,459 13,298   

５ 減価償却費   48,403   48,185 102,761   

６ 研究開発費 ※１ 176,718   223,966 408,000   

７ その他   399,543 1,091,978 21.0 480,902 1,239,959 31.5 801,058 2,286,115 21.2

営業利益    548,498 10.6 246,217 6.2   1,202,564 11.1

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   1,399   1,265 2,494   

２  受取配当金   ―   6,748 ―   

３ 受取賃貸料   5,090   11,073 33,380   

４ 為替差益   37,549   21,820 35,056   

５ その他   45,203 89,242 1.7 11,401 52,309 1.3 53,903 124,835 1.2

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   21,994   24,295 43,499   

２ その他   1,404 23,398 0.5 835 25,131 0.6 3,482 46,982 0.4

経常利益    614,341 11.8 273,395 6.9   1,280,418 11.9

Ⅵ 特別利益          

１ 貸倒引当金戻入益   ―   845 ―   

２ 固定資産売却益 ※２ 1,417   1,229 1,690   

３ 投資有価証券売却益   ―   ― 12,932   

４ ゴルフ会員権売却益   ― 1,417 0.0 500 2,574 0.1 ― 14,622 0.1

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産売却損 ※３ ―   454 20,565   

２ 固定資産除却損 ※４ 2,523   5,380 41,524   

３ 貸倒引当金繰入額   1,226   ― 21   

４ ゴルフ会員権評価損   ―   595 955   

５  棚卸資産廃棄損   11,363   3,961 25,735   

６  棚卸資産評価損   ― 15,112 0.3 ― 10,392 0.3 26,021 114,824 1.1

税金等調整前中間 
(当期)純利益    600,646 11.5 265,577 6.7   1,180,216 10.9

法人税、住民税 
及び事業税   263,114   36,306 494,226   

法人税等調整額   △37,711 225,403 4.3 76,600 112,906 2.8 △52,706 441,520 4.1

中間(当期)純利益    375,243 7.2 152,670 3.9   738,696 6.8

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   2,953,700 2,953,700   2,953,700

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  2,953,700 2,953,700   2,953,700

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   2,450,285 3,071,020   2,450,285

Ⅱ 利益剰余金増加高     

 １  中間(当期)純利益 375,243 152,670 738,696 

  ２  連結子会社増加による 
      増加額 

― 375,243 400 153,071 ― 738,696

Ⅲ 利益剰余金減少高     

 １ 配当金 77,835 194,891 77,835 

 ２ 役員賞与 20,000 37,000 20,000 

 ３ 自己株式処分差損 14,473 112,309 824 232,716 20,124 117,960

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  2,713,219 2,991,376   3,071,020

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間(当期) 
  純利益 

 600,646 265,577 1,180,216

２ 減価償却費  228,524 233,507 466,343

３ 賞与引当金の増減額 
  (減少：△) 

 70,000 △35,000 55,000

４ 退職給付引当金の増減額 
  (減少：△) 

 11,003 10,942 23,797

５ 受取利息及び受取配当金  △8,400 △8,013 △9,496

６ 支払利息  21,994 24,295 43,499

７ 為替差損益(差益：△)  △7,711 △896 △8,893

８ 売上債権増減額(増加：△)  △904,785 980,514 △1,101,746

９ たな卸資産増減額 
  (増加：△) 

 △124,416 126,140 △176,803

10 仕入債務増減額(減少：△)  543,391 △859,345 517,900

11 前受金の増減額(減少：△)  △100,307 110,098 △107,486

12  役員賞与支払額  △20,000 △37,000 △20,000

13 その他  △38,168 108,912 278,273

小計  271,769 919,733 1,140,605

14 利息及び配当金の受取額  8,372 8,001 9,556

15 利息の支払額  △22,460 △23,991 △47,924

16 法人税等の支払額  △114,910 △425,864 △212,988

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 142,770 477,878 889,248

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入による支出  △600 △2,802 ―

２ 定期預金の払戻による収入  133,197 ― 438,351

３  投資有価証券の取得 
    による支出 

 ― △14,000 ―

４ 投資有価証券の売却 
  による収入 

 ― ― 29,325

５ 有形固定資産の取得 
  による支出 

 △36,779 △489,862 △540,542

６ 有形固定資産の売却 
  による収入 

 11,391 11,388 19,856

７ 無形固定資産の取得 
  による支出 

 △12,590 △999 △16,550

８ 子会社に対する増資 
    による支出 

 ― ― △52,100

９ その他投資の増減額 
  (増加：△) 

 △5,106 11,847 2,197

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 89,512 △484,427 △119,461



  

  

    
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入れによる収入  500,000 60,724 500,000

２ 短期借入金の返済 
  による支出 

 ― ― △300,000

３ 長期借入れによる収入  ― 100,000 1,100,000

４ 長期借入金の返済 
  による支出 

 △296,996 △376,856 △575,612

５ 自己株式の売却による収入  58,096 10,296 62,056

６ 自己株式の取得による支出  △114,755 △39,027 △249,875

７ 親会社による配当金の 
  支払額 

 △77,986 △194,224 △78,246

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 68,358 △439,087 458,323

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 16,868 11,262 14,889

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減額(減少：△) 

 317,509 △434,373 1,242,999

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 2,239,764 3,482,764 2,239,764

Ⅶ  新規連結に伴う現金及び現金 
    同等物の増減額(減少：△) 

 ― 59,083 ―

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※ 2,557,273 3,107,473 3,482,764

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数 

連結子会社数 ２社 

 連結子会社名はマイポッ

クス・インターナショナ

ル・コーポレーション、マ

イポックス・マレーシア・

センドリアン・バハードで

あります。 

(1) 連結子会社の数 

連結子会社数 ３社 

 連結子会社名はマイポッ

クス・インターナショナ

ル・コーポレーション、マ

イポックス・マレーシア・

センドリアン・バハード、

マイポックス・プレシジョ

ン・ポリッシング・プロダ

クト（上海）コーポレーシ

ョンであります。 

  なお、マイポックス・プ

レシジョン・ポリッシン

グ・プロダクト（上海）コ

ーポレーションについて

は、重要性が増加したこと

から連結子会社に含めるこ

とといたしました。 

(1) 連結子会社の数 

連結子会社数 ２社 

 連結子会社名はマイポッ

クス・インターナショナ

ル・コーポレーション、マ

イポックス・マレーシア・

センドリアン・バハードで

あります。 

  (2) 主要な非連結子会社名 

 マイポックス・インター

ナショナル・トレーディン

グ(上海)・コーポレーショ

ン 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（連結の範囲から除いた理

由） 

 非連結子会社は小規模で

あり、総資産、売上高、中

間純損益及び利益剰余金等

は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。 

――――― (2) 主要な非連結子会社名 

マイポックス・プレシジ

ョン・ポリッシング・プロ

ダクト（上海）コーポレー

ション 

※平成16年12月にマイポッ

クス・インターナショナ

ル・トレーディング(上

海)・コーポレーション

を、マイポックス・プレ

シジョン・ポリッシン

グ・プロダクト（上海）

コーポレーションに名称

変更しております。 

（連結の範囲から除いた理

由） 

 非連結子会社は小規模で

あり、総資産、売上高、当

期純損益及び利益剰余金等

は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２ 持分法の適用に関

する事項 

持分法を適用していない

非連結子会社 

マイポックス・インター

ナショナル・トレーディン

グ(上海)・コーポレーショ

ン 

（持分法を適用しない理

由） 

 持分法を適用していない

非連結子会社は、中間純損

益及び利益剰余金等からみ

て、持分法の対象から除い

ても中間連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性が

ないため、持分法の適用範

囲から除外しております。 

――――― 持分法を適用していない

非連結子会社 

マイポックス・プレシジ

ョン・ポリッシング・プロ

ダクト（上海）コーポレー

ション 

（持分法を適用しない理

由） 

 持分法を適用していない

非連結子会社は、当期純損

益及び利益剰余金等からみ

て、持分法の対象から除い

ても連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がない

ため、持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

 連結子会社のマイポック

ス・インターナショナル・

コーポレーション及びマイ

ポックス・マレーシア・セ

ンドリアン・バハードの中

間決算日は６月30日であり

ます。 

 中間連結決算日現在で実

施した中間決算に準じた仮

決算に基づく中間財務諸表

を使用しております。 

  連結子会社のマイポック

ス・インターナショナル・

コーポレーション及びマイ

ポックス・マレーシア・セ

ンドリアン・バハード、マ

イポックス・プレシジョ

ン・ポリッシング・プロダ

クト（上海）コーポレーシ

ョンの中間決算日は６月30

日であります。 

中間連結決算日現在で実

施した中間決算に準じた仮

決算に基づく中間財務諸表

を使用しております。 

連結子会社のマイポック

ス・インターナショナル・

コーポレーション及びマイ

ポックス・マレーシア・セ

ンドリアン・バハードの決

算日は12月31日でありま

す。 

連結決算日現在で実施し

た決算に準じた仮決算に基

づく財務諸表を使用してお

ります。 

  

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

 その他有価証券 

 (イ)時価のあるもの 

   中間連結決算日の市

場価格等に基づく時

価法(評価差額は部

分資本直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定) 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

 その他有価証券 

 (イ)時価のあるもの 

同左 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

 その他有価証券 

 (イ)時価のあるもの 

   連結決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は部分資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

   (ロ)時価のないもの 

   移動平均法に基づく

原価法 

 (ロ)時価のないもの 

同左 

 (ロ)時価のないもの 

同左 

  ロ デリバティブ取引 

  時価法 

ロ デリバティブ取引 

同左 

ロ デリバティブ取引 

同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ハ たな卸資産 

 (イ)製品、商品(機械を

除く)、半製品、仕

掛品及び原材料 

   当社は総平均法に基

づく原価法 

   連結子会社において

は、先入先出法等に

基づく低価法 

ハ たな卸資産 

 (イ)製品、商品(機械を

除く)、半製品、仕

掛品及び原材料 

同左 

ハ たな卸資産 

 (イ)製品、商品(機械を

除く)、半製品、仕

掛品及び原材料 

同左 

   (ロ)商品(機械) 

   個別法に基づく原価

法 

 (ロ)商品(機械) 

同左 

 (ロ)商品(機械) 

同左 

   (ハ)貯蔵品 

   先入先出法に基づく

原価法 

 (ハ)貯蔵品 

同左 

 (ハ)貯蔵品 

同左 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

  当社は定率法 

   但し、平成10年４月

１日以降取得した建物

(建物附属設備は除く)

については定額法 

   連結子会社において

は所在地国の会計基準

の規定に基づく定額法 

      

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

なお、主な耐用年数

は、次のとおりであり

ます。 

    建物及び構築物 

３年～50年 

    機械装置及び運搬具 

２年～20年 

    工具器具備品 

２年～20年 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

同左 

  ロ 無形固定資産 

  定額法 

   なお、自社利用のソ

フトウェアについては

社内における見込利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法 

ロ 無形固定資産 

同左 

ロ 無形固定資産 

同左 

  ハ 長期前払費用 

  定額法 

ハ 長期前払費用 

同左 

ハ 長期前払費用 

同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

   債権の貸倒による損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を勘案し、回収不能

見込額を計上しており

ます。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 賞与引当金 

   当社は従業員の賞与

の支払に充てるため、

将来の支給見込額のう

ち当中間連結会計期間

の負担額を計上してお

ります。 

ロ 賞与引当金 

同左 

ロ 賞与引当金 

当社は従業員の賞与

の支払に充てるため、

将来の支給見込額のう

ち当連結会計年度の負

担額を計上しておりま

す。 

  ハ 退職給付引当金 

   当社は従業員の退職

給付に備えるため、当

連結会計年度末におけ

る退職給付債務の見込

額に基づき、当中間連

結会計期間末において

発生していると認めら

れる額を計上しており

ます。 

ハ 退職給付引当金 

同左 

ハ 退職給付引当金 

   当社は従業員の退職

給付に備えるため、当

連結会計年度末におけ

る退職給付債務の見込

額に基づき計上してお

ります。 

  ニ 役員退職慰労引当金 

当社は役員の退職慰

労金の支給に充てるた

めに、社内規程に基づ

く中間期末要支給額を

引当て計上しておりま

す。 

なお、平成16年４月

に役員退職慰労金内規

を改定し、平成16年３

月末現在の役員退職慰

労金要支給見込額をも

って最終残高としたた

め、当中間連結会計期

間より引当金の新たな

繰入計上は行っており

ません。 

ニ 役員退職慰労引当金 

同左 

  

  

  

  

  

なお、平成16年４月

に役員退職慰労金内規

を改定し、平成16年３

月末現在の役員退職慰

労金要支給見込額をも

って最終残高としたた

め、前連結会計年度よ

り引当金の新たな繰入

計上は行っておりませ

ん。 

ニ 役員退職慰労引当金 

   当社は役員の退職慰

労金の支給に充てるた

めに、社内規程に基づ

く期末要支給額を引当

て計上しております。 

  

なお、平成16年４月

に役員退職慰労金内規

を改定し、平成16年３

月末現在の役員退職慰

労金要支給見込額をも

って最終残高としたた

め、当連結会計年度よ

り引当金の新たな繰入

計上は行っておりませ

ん。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

   外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の

直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額

は損益として処理して

おります。 

   なお、在外子会社等

の資産及び負債は、中

間連結決算日の直物為

替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は

期中平均相場により円

貨に換算し、換算差額

は資本の部における為

替換算調整勘定に含め

ております。 

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

同左 

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

   外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損

益として処理しており

ます。 

   なお、在外子会社等

の資産及び負債は、連

結決算日の直物為替相

場により円貨に換算

し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は

資本の部における為替

換算調整勘定に含めて

おります。 

  (5) 重要なリース取引の処

理方法 

   当社はリース物件の

所有権が借主に移転す

ると認められるもの以

外については、通常の

賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によ

っており、在外連結子

会社については、主と

して通常の売買取引に

準じた会計処理によっ

ております。 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  (6) 重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

   原則として繰延ヘッ

ジ処理を採用しており

ます。 

   なお、金利スワップ

について特例処理の要

件を満たしている場合

は、特例処理を採用し

ております。 

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 



  

 
項目 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対

象 

   当中間連結会計期間

にヘッジ会計を適用し

たヘッジ手段とヘッジ

対象は以下のとおりで

あります。 

  ヘッジ手段 

     …金利スワップ 

  ヘッジ対象 

     …借入金 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対

象 

   当連結会計年度にヘ

ッジ会計を適用したヘ

ッジ手段とヘッジ対象

は、次のとおりであり

ます。 

  ヘッジ手段 

     …金利スワップ 

  ヘッジ対象 

     …借入金 

  ハ ヘッジ方針 

   デリバティブ取引に

関する権限規定及び当

社内規に基づき、ヘッ

ジ対象に係る金利変動

リスクを一定の範囲内

でヘッジしておりま

す。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

ハ ヘッジ方針 

同左 

  ニ ヘッジ有効性評価の方

法 

   ヘッジ対象のキャッ

シュ・フロー変動の累

計又は相場変動とヘッ

ジ手段のキャッシュ・

フロー変動の累計又は

相場変動を半期毎に比

較し、両者の変動額等

を基礎にして、ヘッジ

有効性を評価しており

ます。 

 但し、特例処理に

よっている金利スワ

ップについては、有

効性の評価を省略し

ております。 

ニ ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

ニ ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

  (7) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

(7) その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

  イ  消費税等の会計処理の

方法 

   税抜方式によってお

ります。 

   なお、仮払消費税等

及び仮受消費税等は相

殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動

資産の「その他」に含

めて表示しておりま

す。 

イ  消費税等の会計処理の

方法 

同左 

イ  消費税等の会計処理の

方法 

   税抜方式によってお

ります。 



  

  

 
項目 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ 中間連結キャッ

シュ・フロー計

算書(連結キャッ

シュ・フロー計

算書)における資

金の範囲 

中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金及び随時引き出し

可能な預金であり、かつ、

価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からな

っております。 

同左 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金及び随時引き出し可能

な預金であり、かつ、価値

の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなって

おります。 



会計処理の変更 

  

  

追加情報 

  

  

表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会  

平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会  平成15

年10月31日  企業会計基準適用指針

第６号）を適用しております。 

  これによる損益に与える影響はあ

りません。 

――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― ――――― （外形標準課税） 

  「地方税法等の一部を改正する法

律（平成15年法律第９号）」が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する連結会計年

度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当連結会計年度から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日  企業会計基準委員会  実務対

応報告第12号）に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上してお

ります。この結果、販売費及び一般

管理費が20,952千円増加し、営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益が同額減少しております。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

――――― （中間連結損益計算書） 

  前中間連結会計期間において、営業外収益の「その

他」に含めて表示しておりました「受取配当金」（前

中間連結会計期間7,001千円）は重要性が増したため、

当中間連結会計期間より区分掲記しております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

  

(中間連結損益計算書関係) 
  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は、次のと

おりであります。 

※１ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は、次のと

おりであります。 

※１ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は、次のと

おりであります。 

(1) 担保に供している資産 

建物及び構築物 468,872千円

土地 348,937千円

投資有価証券 75,321千円

(1) 担保に供している資産 

建物及び構築物 448,207千円

土地 458,937千円

投資有価証券 78,836千円

(1) 担保に供している資産 

建物及び構築物 448,565千円

土地 458,937千円

投資有価証券 74,552千円

(2) 上記に対応する債務 

  

短期借入金 222,080千円

１年以内返済 
予定長期借入金 

334,800千円

長期借入金 582,940千円

(2) 上記に対応する債務 

  

短期借入金 30,996千円

１年以内返済
予定長期借入金

340,160千円

長期借入金 950,380千円

(2) 上記に対応する債務 

  

短期借入金 86,552千円

１年以内返済 
予定長期借入金 

340,160千円

長期借入金 944,640千円

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費 

176,718千円 

※１ 一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費 

223,966千円 

※１ 一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費 

408,000千円 

※２ 固定資産売却益の内訳は、次

のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 1,381千円

その他 36千円

計 1,417千円

※２ 固定資産売却益の内訳は、次

のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 1,222千円

その他 7千円

計 1,229千円

※２ 固定資産売却益の内訳は、次

のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 1,653千円

その他 36千円

計 1,690千円

――――― ※３ 固定資産売却損の内訳は、次

のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 454千円

※３ 固定資産売却損の内訳は、次

のとおりであります。 

建物 14,382千円

土地 6,183千円

計 20,565千円

※４ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 2,201千円

その他 321千円

計 2,523千円

※４ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。 

建物及び構築物 3,461千円

機械装置及び運搬具 1,167千円

その他 752千円

計 5,380千円

※４ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。 

建物及び構築物 37,345千円

機械装置及び運搬具 3,574千円

その他 604千円

計 41,524千円

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 3,006,628千円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

△449,355千円

現金及び現金同等物 2,557,273千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 3,253,876千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△146,402千円

現金及び現金同等物 3,107,473千円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び預金勘定 3,626,364千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△143,600千円

現金及び現金同等物 3,482,764千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移 

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係

る注記 

１ リース物件の所有権が借主に移 

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係

る注記 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係

る注記 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

  (千円) (千円) (千円) 
機械装置 
及び 
運搬具 

634,364 214,148 420,215

その他 
(工具器 
具備品) 

174,687 69,319 105,367

合計 809,051 283,467 525,583

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

  (千円) (千円) (千円)

機械装置 
及び 
運搬具 

827,634 284,683 542,950

その他 
(工具器 
具備品) 

221,946 83,451 138,494

合計 1,049,580 368,134 681,445

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

取得価額
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

(千円) (千円) (千円) 
機械装置
及び 
運搬具 

626,726 240,455 386,270

その他
(工具器 
具備品) 

208,896 61,735 147,160

合計 835,622 302,191 533,431

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 123,494千円

１年超 420,109千円

合計 543,604千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 181,925千円

１年超 521,360千円

合計 703,285千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 141,425千円

１年超 412,120千円

合計 553,545千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 71,750千円

減価償却費相当額 63,722千円

支払利息相当額 10,243千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 90,750千円

減価償却費相当額 82,300千円

支払利息相当額 10,139千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 150,891千円

減価償却費相当額 134,996千円

支払利息相当額 20,204千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

種類 取得原価(千円)
中間連結貸借対照表
計上額(千円) 

差額(千円) 

(1) 株式 41,630 106,528 64,897

合計 41,630 106,528 64,897

種類 
中間連結貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券 
 非上場株式(店頭売買株式を除く) 

300,000

子会社株式 
 非上場株式(店頭売買株式を除く) 

23,590

種類 取得原価(千円)
中間連結貸借対照表
計上額(千円) 

差額(千円) 

(1) 株式 25,237 127,914 102,676

合計 25,237 127,914 102,676

種類 
中間連結貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券 
 非上場株式 

314,000



前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

 (デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 

種類 取得原価(千円)
連結貸借対照表
計上額(千円) 

差額(千円) 

(1) 株式 25,237 94,977 69,739

合計 25,237 94,977 69,739

種類 
連結貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券 
 非上場株式 

300,000

子会社株式 
 非上場株式 

75,690



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平

成17年９月30日)及び前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)において当社の企業集団は、すべて

同一セグメントに属するポリッシング製品・商品の製造・販売を行っており、当該事業以外のものがないため種類別

セグメント情報の記載を省略しております。 

  



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ……… アメリカ 

(2) アジア …… マレーシア・中国・その他アジア諸国 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額の主なものは、親会社の管理部門に係る費用であ

り、下記のとおりであります。 

  
  

  日本(千円) 北米(千円) アジア(千円) 計(千円)
消去又は 
全社(千円) 

連結(千円)

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

4,127,312 763,434 298,624 5,189,371 ― 5,189,371

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

798,471 23,420 1,614 823,506 (823,506) ―

計 4,925,784 786,854 300,238 6,012,877 (823,506) 5,189,371

営業費用 4,136,304 771,646 316,839 5,224,791 (583,917) 4,640,873

営業利益又は営業損失(△) 789,479 15,207 △16,600 788,086 (239,588) 548,498

  日本(千円) 北米(千円) アジア(千円) 計(千円)
消去又は 
全社(千円) 

連結(千円)

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

3,003,427 511,151 426,667 3,941,246 ― 3,941,246

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

441,709 35,107 120,569 597,386 (597,386) ―

計 3,445,136 546,259 547,236 4,538,633 (597,386) 3,941,246

営業費用 2,757,901 562,660 528,110 3,848,672 (153,642) 3,695,029

営業利益又は営業損失(△) 687,235 △16,400 19,126 689,961 (443,744) 246,217

  日本(千円) 北米(千円) アジア(千円) 計(千円)
消去又は 
全社(千円) 

連結(千円)

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

8,714,319 1,321,021 764,190 10,799,530 ― 10,799,530

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1,491,142 64,546 3,020 1,558,709 (1,558,709) ―

計 10,205,461 1,385,568 767,210 12,358,239 (1,558,709) 10,799,530

営業費用 8,455,133 1,412,530 733,807 10,601,471 (1,004,506) 9,596,965

営業利益又は営業損失(△) 1,750,327 △26,962 33,403 1,756,768 (554,203) 1,202,564

前中間連結会計期間 346,816千円

当中間連結会計期間 409,121千円

前連結会計年度 721,120千円



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米 ……………… アメリカ 

(2) アジア …………… マレーシア・中国・その他アジア諸国 

(3) その他の地域 …… ヨーロッパ他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(千円) 377,443 2,182,367 39,118 2,598,929

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― ― 5,189,371

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

7.3 42.1 0.7 50.1

  北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(千円) 321,756 1,189,521 23,055 1,534,334

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― ― 3,941,246

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

8.1 30.2 0.6 38.9

  北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(千円) 748,039 4,283,891 57,198 5,089,128

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― ― 10,799,530

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

6.9 39.7 0.5 47.1



(１株当たり情報) 
  

    
(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、次のとおりでありま

す。 

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,440円22銭 746円80銭 744円77銭 

１株当たり中間(当期) 
純利益 

72円16銭 14円89銭 67円73銭 

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益 

71円93銭 14円89銭 67円58銭 

    当社は、平成16年11月

22日付で普通株式１株に

つき２株の株式分割を実

施しております。 

当該株式分割が前期首

に行われたと仮定した場

合の前中間連結会計期間

における１株当たり情報

については、次のとおり

であります。 
  
前中間連結会計期間 

１株当たり
純資産額 

720円11銭

１株当たり
中間純利益 

36円08銭

潜在株式調整
後１株当たり
中間純利益 

35円97銭

当社は、平成16年11月

22日付で普通株式１株に

つき２株の株式分割を実

施しております。 

当該株式分割が前期首

に行われたと仮定した場

合の前連結会計年度にお

ける１株当たり情報につ

いては、次のとおりであ

ります。 
  
前連結会計年度 

１株当たり 
純資産額 

693円01銭

１株当たり 
当期純利益 

41円60銭

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益 

41円56銭

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間連結損益計算書上の中間(当期)
純利益(千円) 

375,243 152,670 738,696 

普通株式に係る中間 (当期 )純利
益                    (千円) 

375,243 152,670 701,696 

普通株主に帰属しない金額の主要な
内訳(千円) 
利益処分による役員賞与金 

  
― 

  
― 

  
  

37,000 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 37,000 

普通株式の期中平均株式数(株) 5,199,987 10,248,705 10,360,328 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益の算定に用いられた普通株式増
加数の主要な内訳(株) 

新株予約権 

  
  
  

16,681 

  
  
  

2,666 

  
  
  
  

21,766 

普通株式増加数(株) 16,681 2,666 21,766 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間(当期)純利益の

算定に含まれなかった潜在株式の概要 

平成16年６月22日 

定時株主総会決議 

ストックオプション 

(新株予約権) 

普通株式 40,500株

平成16年６月22日 

定時株主総会決議 

ストックオプション 

(新株予約権) 

普通株式 81,000株

平成16年６月22日 

定時株主総会決議 

ストックオプション 

(新株予約権) 

普通株式 81,000株



(重要な後発事象) 

  

  
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（株式分割） 

平成16年７月26日開催の取締役会

の決議に基づき、次のように株式分

割による新株式を発行しておりま

す。 

――――― ――――― 

１．平成16年11月22日をもって普通

株式１株につき２株の割合をも

って分割いたします。 

(1) 分割により増加する株式数 

普通株式 5,348,160株

(2) 分割方法 

      平成16年９月30日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載ま

たは記録された株主の所有株式

数を、普通株式１株につき２株

の割合をもって分割する。 

２．配当起算日 

    平成16年10月１日 

  

  当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前中間連結会計期

間及び前連結会計年度における１株

当たり情報並びに当期首に行われた

と仮定した場合の当中間連結会計期

間における１株当たり情報は、それ

ぞれ以下のとおりです。 

前中間連結 
会計期間 

当中間連結 
会計期間 

前連結 
会計年度 

１株当たり
純資産額 

670.14円 

１株当たり
純資産額 

720.11円 

１株当たり
純資産額 

693.01円

１株当たり
中間純利益 

13.56円 

１株当たり
中間純利益 

36.08円 

１株当たり
当期純利益 

41.60円

潜在株式調
整後１株当
たり中間純
利益 

―円 

潜在株式調
整後１株当
たり中間純
利益 

35.97円 

潜在株式調
整後１株当
たり当期純
利益 

41.56円



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    2,626,730 2,769,634   3,174,730 

２ 受取手形    155,568 463,872   405,152 

３ 売掛金    2,909,685 1,787,978   2,881,892 

４ たな卸資産    876,081 752,086   957,448 

５ その他    194,358 186,139   280,431 

６ 貸倒引当金    △2,372 △2,212   △2,526 

 流動資産合計    6,760,052 50.7 5,957,498 46.9   7,697,133 53.0

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１ 
※３        

(1) 建物    2,832,658 2,938,828   3,031,854 

(2) 土地    1,451,203 1,444,289   1,444,289 

(3) その他    496,351 485,490   507,064 

 有形固定資産合計    4,780,212 35.8 4,868,608 38.3   4,983,210 34.4

２ 無形固定資産          

(1) その他    30,453 31,547   29,009 

 無形固定資産合計    30,453 0.2 31,547 0.2   29,009 0.2

３ 投資その他の資産          

(1) 関係会社株式    864,239 938,399   916,339 

(2) その他 ※１  929,558 926,769   899,119 

(3) 貸倒引当金    △21,618 △11,793   △15,239 

 投資その他の資産合計    1,772,179 13.3 1,853,375 14.6   1,800,222 12.4

 固定資産合計    6,582,845 49.3 6,753,532 53.1   6,812,441 47.0

 資産合計    13,342,897 100.0 12,711,030 100.0   14,509,575 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金    1,382,632 478,201   1,355,458 

２ 短期借入金 ※１  1,850,000 1,550,000   1,550,000 

３ １年以内返済予定 
  長期借入金 ※１  530,992 770,956   753,712 

４ 未払法人税等    234,000 25,000   447,745 

５ 賞与引当金    160,000 110,000   145,000 

６ その他    305,577 461,838   557,712 

 流動負債合計    4,463,201 33.5 3,395,996 26.7   4,809,629 33.2

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※１  840,000 1,144,564   1,438,664 

２ 退職給付引当金    155,529 179,266   168,323 

３ 役員退職慰労引当金    315,217 315,217   315,217 

 固定負債合計    1,310,746 9.8 1,639,048 12.9   1,922,205 13.2

 負債合計    5,773,948 43.3 5,035,044 39.6   6,731,835 46.4

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,998,700 15.0 1,998,700 15.7   1,998,700 13.8

Ⅱ 資本剰余金          

  資本準備金    2,953,700 2,953,700   2,953,700 

 資本剰余金合計    2,953,700 22.1 2,953,700 23.2   2,953,700 20.4

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金    60,000 60,000   60,000 

２ 任意積立金    2,300,000 2,410,000   2,300,000 

３ 中間(当期) 
  未処分利益    513,646 641,696   845,075 

 利益剰余金合計    2,873,646 21.5 3,111,696 24.5   3,205,075 22.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    38,483 0.3 60,887 0.5   41,355 0.2

Ⅴ 自己株式    △295,581 △2.2 △448,997 △3.5   △421,090 △2.9

 資本合計    7,568,948 56.7 7,675,985 60.4   7,777,740 53.6

 負債・資本合計    13,342,897 100.0 12,711,030 100.0   14,509,575 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    4,926,300 100.0 3,481,978 100.0   10,248,512 100.0

Ⅱ 売上原価    3,472,071 70.5 2,201,055 63.2   7,111,225 69.4

売上総利益    1,454,228 29.5 1,280,922 36.8   3,137,287 30.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費    1,035,283 21.0 1,059,484 30.4   2,141,120 20.9

営業利益    418,945 8.5 221,438 6.4   996,166 9.7

Ⅳ 営業外収益 ※１  68,362 1.4 46,973 1.3   121,199 1.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  23,377 0.5 25,128 0.7   46,943 0.5

経常利益    463,930 9.4 243,283 7.0   1,070,422 10.4

Ⅵ 特別利益 ※３  222 0.0 2,428 0.1   13,280 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４  14,927 0.3 9,671 0.3   78,426 0.7

税引前中間(当期) 
純利益    449,226 9.1 236,040 6.8   1,005,276 9.8

法人税、住民税 
及び事業税   224,861   16,173 487,598   

法人税等調整額   △49,991 174,870 3.5 80,528 96,702 2.8 △93,757 393,840 3.9

中間(当期)純利益    274,356 5.6 139,337 4.0   611,436 5.9

前期繰越利益    253,763 503,183   253,763 

自己株式処分差損    14,473 824   20,124 

中間(当期)未処分 
利益    513,646 641,696   845,075 

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

イ 子会社株式 

  移動平均法に基づく原

価法 

(1) 有価証券 

イ 子会社株式 

同左 

(1) 有価証券 

イ 子会社株式 

同左 

  ロ その他有価証券 

 (イ)時価のあるもの 

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は部分資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

ロ その他有価証券 

 (イ)時価のあるもの 

同左 

ロ その他有価証券 

 (イ)時価のあるもの 

   決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は部分資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

   (ロ)時価のないもの 

   移動平均法に基づく

原価法 

 (ロ)時価のないもの 

同左 

 (ロ)時価のないもの 

同左 

  (2) デリバティブ取引 

  時価法 

(2) デリバティブ取引 

同左 

(2) デリバティブ取引 

同左 

  (3) たな卸資産 

イ 商品(機械を除く)、製

品、半製品、仕掛品及

び原材料 

  総平均法に基づく原価

法 

(3) たな卸資産 

イ 商品(機械を除く)、製

品、半製品、仕掛品及

び原材料 

同左 

(3) たな卸資産 

イ 商品(機械を除く)、製

品、半製品、仕掛品及

び原材料 

同左 

  ロ 商品(機械) 

  個別法に基づく原価法 

ロ 商品(機械) 

同左 

ロ 商品(機械) 

同左 

  ハ 貯蔵品 

  先入先出法に基づく原

価法 

ハ 貯蔵品 

同左 

ハ 貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

   但し、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除

く)については定額法

を採用しております。 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

なお、主な耐用年数

は、次のとおりであり

ます。 

    建物及び構築物 

３年～50年 

    機械装置及び運搬具 

２年～20年 

    工具器具備品 

２年～20年 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 無形固定資産 

  定額法 

   但し、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用してお

ります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  定額法 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒による損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を勘案し、回収不能

見込額を計上しており

ます。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給

に充てるため、将来の

支給見込額のうち当中

間会計期間の負担額を

計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給

に充てるため、将来の

支給見込額のうち当事

業年度の負担額を計上

しております。 

  (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末

において発生している

と認められる額を計上

しております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務の見込額に基づき

計上しております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の

支給に充てるために、

社内規程に基づく中間

期末要支給額を計上し

ております。 

なお、平成16年４月

に役員退職慰労金内規

を改定し、平成16年３

月末現在の役員退職慰

労金要支給見込額をも

って最終残高としたた

め、当中間会計期間よ

り引当金の新たな繰入

計上は行っておりませ

ん。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

  

  

  

  

なお、平成16年４月

に役員退職慰労金内規

を改定し、平成16年３

月末現在の役員退職慰

労金要支給見込額をも

って最終残高としたた

め、前事業年度より引

当金の新たな繰入計上

は行っておりません。 

(4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の

支給に充てるために、

社内規程に基づく期末

要支給額を計上してお

ります。 

      なお、平成16年４月

に役員退職慰労金内規

を改定し、平成16年３

月末現在の役員退職慰

労金要支給見込額をも

って最終残高としたた

め、当事業年度より引

当金の新たな繰入計上

は行っておりません。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

同左  外貨建金銭債権債務は、

決算期末日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

５ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

   原則として繰延ヘッ

ジ処理を採用しており

ます。 

   なお、金利スワップ

について特例処理の要

件を満たしている場合

は、特例処理を採用し

ております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

   当中間会計期間にヘ

ッジ会計を適用したヘ

ッジ手段とヘッジ対象

は以下のとおりであり

ます。 

  ヘッジ手段 

     …金利スワップ 

  ヘッジ対象 

     …借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

当事業年度にヘッジ

会計を適用したヘッジ

手段とヘッジ対象は以

下のとおりでありま

す。 

  ヘッジ手段 

     …金利スワップ 

  ヘッジ対象 

     …借入金 

  (3) ヘッジ方針 

   デリバティブ取引に

関する権限規定及び当

社内規に基づき、ヘッ

ジ対象に係る金利変動

リスクを一定の範囲内

でヘッジしておりま

す。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

   ヘッジ対象のキャッ

シュ・フロー変動の累

計又は相場変動とヘッ

ジ手段のキャッシュ・

フロー変動の累計又は

相場変動を半期毎に比

較し、両者の変動額等

を基礎にして、ヘッジ

有効性を評価しており

ます。 

   但し、特例処理によ

っている金利スワップ

については、有効性の

評価を省略しておりま

す。 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

   税抜方式によってお

ります。 

  なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等は相殺

のうえ、金額的重要性

が乏しいため、流動資

産の「その他」に含め

て表示しております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(1) 消費税等の会計処理 

   税抜方式によってお

ります。 

  



会計処理の変更 

  

  

追加情報 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会  平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会  平成15年10

月31日  企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

  これによる損益に与える影響はあ

りません。 

――――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― ――――― （外形標準課税） 

  「地方税法等の一部を改正する法

律（平成15年法律第９号）」が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日  企

業会計基準委員会  実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。

この結果、販売費及び一般管理費が

20,952千円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が同額減

少しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は、次のと

おりであります。 

(1) 担保に供している資産 

建物 464,243千円

構築物 4,629千円

土地 348,937千円

投資有価証券 75,321千円

※１ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は、次のと

おりであります。 

(1) 担保に供している資産 

建物 439,642千円

構築物 8,564千円

土地 458,937千円

投資有価証券 78,836千円

※１ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は、次のと

おりであります。 

(1) 担保に供している資産 

建物 444,200千円

構築物 4,364千円

土地 458,937千円

投資有価証券 74,552千円

(2) 上記に対応する債務 

  

短期借入金 222,080千円

１年以内返済 
予定長期借入金 

334,800千円

長期借入金 582,940千円

(2) 上記に対応する債務 

  

短期借入金 30,996千円

１年以内返済
予定長期借入金

340,160千円

長期借入金 950,380千円

(2) 上記に対応する債務 

  

短期借入金 86,552千円

１年以内返済 
予定長期借入金 

340,160千円

長期借入金 944,640千円

――――― ２  保証債務 

      保証類似行為残高 

        子会社の金融機関からの借

入金に対し、以下の金額につ

いて経営指導念書等を差入れ

ております。 

      マイポックス・プレシジョ

ン・ポリッシング・プロダク

ト（上海）コーポレーション 

63,683千円

(4,552千人民元)

――――― 

※３ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,072,540千円 

※３ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,396,717千円 

※３ 有形固定資産の減価償却累計

額 

3,246,285千円 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 2,674千円

受取配当金 7,001千円

為替差益 47,870千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 283千円

受取配当金 6,748千円

為替差益 25,730千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 2,840千円

受取配当金 38,540千円

為替差益 45,602千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 21,994千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 24,295千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 43,499千円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

固定資産売却益 222千円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

固定資産売却益 1,073千円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券 
売却益 

12,932千円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 2,337千円

棚卸資産廃棄損 11,363千円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 4,660千円

棚卸資産廃棄損 3,961千円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産売却損 20,565千円

固定資産除却損 5,126千円

棚卸資産廃棄損 25,735千円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 194,449千円

無形固定資産 12,372千円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 195,523千円

無形固定資産 13,421千円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 398,565千円

無形固定資産 25,378千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係

る注記 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係

る注記 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係

る注記 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

  (千円) (千円) (千円) 

機械装置 631,110 213,768 417,341

車両 
運搬具 3,253 379 2,874

工具器具
備品 174,687 69,319 105,367

合計 809,051 283,467 525,583

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期末
残高 
相当額 

  (千円) (千円) (千円)

機械装置 824,380 283,653 540,727

車両 
運搬具 3,253 1,030 2,223

工具器具
備品 221,946 83,451 138,494

合計 1,049,580 368,134 681,445

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

取得価額
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

(千円) (千円) (千円) 

機械装置 623,473 239,750 383,722

車両
運搬具 3,253 704 2,548

工具器具
備品 208,896 61,735 147,160

合計 835,622 302,191 533,431

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 123,494千円

１年超 420,109千円

合計 543,604千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 181,925千円

１年超 521,360千円

合計 703,285千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 141,425千円

１年超 412,120千円

合計 553,545千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 71,750千円

減価償却費相当額 63,722千円

支払利息相当額 10,243千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 90,750千円

減価償却費相当額 82,300千円

支払利息相当額 10,139千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 150,891千円

減価償却費相当額 134,996千円

支払利息相当額 20,204千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

  



(重要な後発事象) 

  

  
  
(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（株式分割） 

平成16年７月26日開催の取締役会

の決議に基づき、次のように株式分

割による新株式を発行しておりま

す。 

１．平成16年11月22日をもって普通

株式１株につき２株の割合をも

って分割します。 

(1) 分割により増加する株式数 

(2) 分割方法 

      平成16年９月30日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載ま

たは記録された株主の所有株式

数を、普通株式１株につき２株

の割合をもって分割する。 

２．配当起算日 

    平成16年10月１日 

普通株式 5,348,160株

――――― 

  

――――― 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第75期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月23日 
関東財務局長に提出 

  
(2) 
  
  

  
自己株券買付状況 
報告書 
  

      

  
平成17年４月11日 
平成17年５月12日 
平成17年６月10日 
平成17年７月14日 
平成17年８月15日 
平成17年９月15日 
平成17年10月13日 
平成17年11月11日 
平成17年12月13日 
関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月20日

日本ミクロコーティング株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本ミ

クロコーティング株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16

年４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日本ミクロコーティング株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

 

  

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士  奥  山  弘  幸  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士  大  津  素  男  ㊞ 

  
(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月19日

日本ミクロコーティング株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本ミ

クロコーティング株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17

年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日本ミクロコーティング株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士  鐵          義    正  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士  大  津  素  男  ㊞ 

  
(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 
  

  

平成16年12月20日

日本ミクロコーティング株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本ミ

クロコーティング株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第75期事業年度の中間会計期間（平成16年

４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本ミクロコーティング株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

    
  

新日本監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士  奥  山  弘  幸  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士  大  津  素  男  ㊞ 

  
(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 
  

  

平成17年12月19日

日本ミクロコーティング株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本ミ

クロコーティング株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第76期事業年度の中間会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本ミクロコーティング株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士  鐵          義    正  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員

 公認会計士  大  津  素  男  ㊞ 

  
(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 
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